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株式会社ジモティー 

 

自治体とのリユース連携が全国 300箇所を突破！ 

ジモティーを活用したリユース促進で地域のごみ減量が加速中 

～環境省が掲げる「600自治体連携」の目標達成へ向け、官民連携を加速～ 

 

 
地域情報サイト「ジモティー」を運営する株式会社ジモティー（本社：東京都品川区、代

表取締役社長：加藤 貴博、以下「当社」）は、全国の自治体とのリユースに関する連携協

定数が、300 自治体を突破したことをお知らせいたします。 

 

環境省が 2030 年までに「リユース事業者と連携する自治体数を 600 に倍増させる」とい

う目標を掲げる中、当社はそのリーディングカンパニーとして、全国の自治体と共に「循

環型社会のインフラ」の構築を加速させてまいります。 

 

■日本のごみ問題を取り巻く社会課題 

現在、日本全体で排出される生活系粗大ごみの収集量は年間約 86 万トン(*1)、衣類の可

燃・不燃ごみ量は年間約 48 万トン(*2)に及びます。これらを合わせると、年間約 134 万ト

ンもの資源が、まだ活用の余地を残しながら廃棄されている現状があります。 特に自治体

に持ち込まれる粗大ごみや衣類ごみの中には、まだ十分に使えるものが多く含まれていま

す。それらの「まだ使えるもの」を焼却や埋め立て処分することは、自治体の財政を圧迫

するだけでなく、CO2 排出など地球環境へ多大な負荷をかけており、「廃棄」から「リユ

ース」への早急な転換が求められています。 



 

環境省が発表した最新の調査結果（2026 年 3 月 27 日発表）(*3)によると、ごみ焼却に投

じられる税金は年間約 2 兆 4,489 億円、国民一人当たりの処理単価は 19,700 円（平成 27

年度以降は概ね増加傾向）にのぼります。全国約 67%の自治体が家庭ごみの有料化を導入

しており、ごみを減らす重要性はかつてないほど高まっています。 

 
 

■ ジモティー×自治体の「3 つの連携スキーム」 

ジモティーは、Web サービスの提供にとどまらず、リアルとデジタルを融合させた独自の

仕組みで自治体と連携しごみ減量を実現しています。 

1. 官民連携リユース拠点「ジモティースポット」： 「まだ使えるけれど不要になっ

たもの」を地域内で譲り合うことが出来る官民連携のリユース拠点です。リサイク

ルショップでは買取されないもの、配送コストがかさむ家具まで、再販価値が低く

捨てられがちな「まだ使えるもの」を幅広くリユースしています。 

 

 



 

 
2. 自治体回収品のリユース： 自治体が回収した粗大ごみの中から再利用が可能なも

のを選別、ジモティー内に設けた自治体の専用ページにて出品し、 近隣住民との

マッチングを図ります。 

 

3. リユース意識の啓発活動 ：自治体の冊子や WEB サイトにてジモティーを紹介頂

き、住民が不要品を処分する前に「譲る」選択肢を提示する事で 自ら譲渡先を探

してもらうよう促します。 

 

 

 

■ 自治体導入事例：圧倒的なごみ減量効果と住民満足度向上 

1. 神奈川県川崎市 

2024 年 4 月に「ジモティースポット川崎菅生店」をオープン。2025 年の 1 年間

では約 638 トンのごみ減量効果、粗大ごみの処理費用削減効果として 6,700 万円

に及ぶと試算しています。(*4) 

 

指標 実績値（2025 年 1 年間） 

リユース重量 約 638 トン 

処理費用削減効果 約 6,700 万円 

リユース率 94% 

譲渡点数 176,874 点 

 

【川崎市 環境局生活環境部 減量推進課 萩原様】 

市民の方から『捨てるのはもったいない、リユースしたい』とい

うお問い合わせをいただくことも多く、 そうした市民の『もった

いない』という温かい気持ちに、自治体として『できません』と

断るのではなく、 寄り添って手段を提供することができるように

なりました。近隣の小学校の先生からは「ごみ減量の授業でジモ

ティースポットを取り上げたい」というお話もいただき、 次世代

の環境学習の教材としても役立っています。 

 

 

 

 

 



 

2. 大阪府堺市 

クリーンセンターに持ち込まれたものの中から、再利用可能なものをピックアッ

プし、市公式のアカウントで出品。市民へ抽選で無償譲渡している。2023 年 1

月の開始から 2026 年 1 月末までの約 3 年間で 1,000 件以上の引き渡しを実施。 

指標 実績値（2023 年 1 月～2026 年 1 月） 

引き渡し件数 1,468 件 

 

【堺市クリーンセンター職員】 

ジモティーは無償譲渡できるという点で活

用しています。市が不要品を販売するとな

ると、製品の保証や事務作業、会計上の手

続きなど、非常にハードルが高くなりま

す。 しかしこの取組であれば、事務負担を

最小限に抑えつつ、市民の皆さんにそのま

まお渡しできます。『僕らが見逃せばご

み、拾い上げればお宝』という意識で、搬

入された瞬間に声をかけてリユースに回しています。 

 

 

■全国でのごみ減量実績と今後の展望 

ジモティースポットでは 2025年の 1年間で、全国の拠点で累計約 140万点のものがリユー

スされ、約 4,300トンのごみ減量効果を生み出しました。今後 2030年までにジモティース

ポットを 329 店舗へ拡大することを計画しています。これにより、年間約 8.4 万トン（店

舗あたり年間 254 トン）(*5)のごみ削減を見込んでおり、これは日本全国で排出される粗

大ごみ・衣類ごみの合計の約 6％に相当します。 

 

今後も自治体や地域の事業者との連携を強化し、誰でも気軽にリユースができる拠点を設

けることで、「譲る」という行動を「捨てる」のと同じくらい簡単な選択肢にしていきた

いと考えています。リユースが当たり前の社会インフラを整備し、地域での暮らしをより

豊かで持続可能なものにしてまいります。 

 

自治体連携の取組の詳細はこちらをご覧ください。 

https://jmty.co.jp/lp/municipality/ 

 

(*1)環境省 「一般廃棄物処理実態調査 令和５年度調査結果」より 

(*2)環境省「令和 6 年度循環型ファッションの推進方策に関する調査業務」報告書概要版

（マテリアルフロー）より 

(*3)環境省：「一般廃棄物処理事業実態調査の結果（令和６年度）について」より 

(*4) ジモティー試算。令和 5年度粗大ごみ処理原価（1トンあたり 105,702 円）×リユー

ス重量で算出 

(*5) 2025 年ジモティースポット店舗平均（オープン翌月から集計、営業日が限定的また

は一部小規模人口エリア除外） 

 

【連携を希望される自治体様】 

地域内での資源循環の促進やごみの削減を検討されている、全国の地方自治体や企業から

のお問い合わせをお待ちしております。 

 

〈自治体様限定〉問い合わせフォーム 

https://jmty.co.jp/lp/municipality/


 

https://docs.google.com/forms/d/e/1FAIpQLSepC3XJpQA5cTRAaTuK-

kOw4oZiZ7NmgYmzbsIldhRzKsKZww/viewform 

 

【ジモティースポット FC加盟店募集中！】 

我々の理念や取り組みに深く共感いただき、ジモティースポット FC加盟店として 

共に地域貢献性の高いサービスを創っていただける企業様を【全国で募集中】です。 

地域のもったいないを活かし、新たな価値を生み出しませんか？ 

〈FC加盟店〉お問い合わせはこちらより 

https://jmty.jp/info/jmtyspot_fc 

 

<報道関係の皆様からのお問い合わせ先> 

株式会社ジモティー 広報 G 木下 

MAIL：press@jmty.jp 

https://docs.google.com/forms/d/e/1FAIpQLSepC3XJpQA5cTRAaTuK-kOw4oZiZ7NmgYmzbsIldhRzKsKZww/viewform
https://docs.google.com/forms/d/e/1FAIpQLSepC3XJpQA5cTRAaTuK-kOw4oZiZ7NmgYmzbsIldhRzKsKZww/viewform

